

事業所の指定を受ける皆様へ重　要


障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律＜障害者総合支援法＞に基づく障害福祉サービス事業、障害者支援施設、一般相談支援事業の指定を受け、事業者となる皆様へご案内です。
障害者総合支援法及びその他関係法令の規定や、適切なサービス提供に関する事項、申請のための注意点などについて、必ずお読みいただくようお願いいたします。
※児童福祉法による障害児を対象としたサービスについては、以下のリンクより、各指定申請マニュアルを御確認ください。
https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp/Lib/LibDspList.php?catid=052-038
　・児童発達支援、放課後等デイサービス：「児童発達支援・放課後等デイサービス指定申請マニュアル」
　・居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援「居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援指定申請マニュアル」

《障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等の種類と内容》
障害福祉サービス事業等を提供する事業者は、障害者総合支援法第３６条第１項、第３８条第１項及び第５１条の１９第１項の規定に基づき、都知事の指定を受ける必要があります。（平成２７年４月１日に八王子市が中核市に移行したため、新たに八王子市内で指定障害福祉サービス事業所を立ち上げる場合には、八王子市長の指定を受ける必要があります。）
指定を受けることにより、支給決定を受けた障害者へサービスを提供した場合に、報酬告示に基づいた自立支援給付の支給を受けることができます。
	種　　　類
	内　　　　　　　　　　容

	居宅介護
（ホームヘルプ）
	居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言、その他の生活全般にわたる援助を行います。

	重度訪問介護
	重度の肢体不自由者等で常に介護を必要とする方に、居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行います。

	同行援護
	外出時において、視覚障害等により移動に困難を有する方に同行し、移動に必要な情報を提供（代筆・代読を含む）するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の外出する際に必要な援助を行います。

	行動援護
	障害者（児）が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な援助を行います。

	療養介護
	医療と常時介護を必要とする人に、医療機関への入院とあわせて、機能訓練や介護、日常生活の世話などを行います。主として昼間において、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世話を行う。また、療養介護のうち医療に係るものを療養介護医療として提供します。

	生活介護
	常時介護を必要とする方に、障害者支援施設その他の施設において、主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能又は生活能力の向上のために必要な援助を行います。

	短期入所
（ショートステイ）
	居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設、児童福祉施設その他の施設等への短期間の入所を必要とする障害者（児）につき、当該施設等に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事その他の必要な保護を行います。

	重度障害者等包括支援
	重度の障害者（児）に対し、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助を包括的に提供します。

	施設入所支援
（障害者支援施設での夜間ケア等）
	施設に入所する障害者につき、主として夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な日常生活上の支援を行います。

	自立訓練（機能訓練）
	身体障害者等につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は当該障害者の居宅を訪問することによって、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行います。

	自立訓練（生活訓練）
	知的障害又は精神障害を有する障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は当該障害者の居宅を訪問することによって、入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な支援を行います。

	就労移行支援
	就労を希望する65歳未満の障害者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者に対し、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相談、その他の必要な支援を行います。

	就労継続支援Ａ型
（雇用型）
	企業等に就労することが困難な者であって、雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な65歳未満の者に対し、生産活動その他の活動の機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援を行います。

	就労継続支援Ｂ型
（非雇用型）
	通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち、通常の事業所に雇用されていた障害者であって、その年齢、心身の状態その他の事情により、引き続き当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援によっても通常の事業所に雇用されるに至らなかった者、その他の通常の事業所に雇用されることが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援を行います。

	就労定着支援
	就労移行支援事業所等の利用を経て、一般企業等へ移行した障害者に対し、就労の継続を図るため、企業・自宅等への訪問や来所による連絡調整・指導・助言等、就労に伴い生じている生活面の課題に対応するために必要な支援を行います。

	就労選択支援
	障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援します。

	自立生活援助
	障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障害者等で、理解力や生活力等に不安がある方に対して、一定の期間（原則１年間）にわたり、定期的な居宅訪問や随時の通報を受けて行う訪問、利用者からの相談対応等により、日常生活における課題を把握し、必要な情報の提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行います。

	共同生活援助
（グループホーム）
	共同生活を営むべき、あるいは営むのに支障がない障害者につき、主として夜間において、共同生活住居において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、就労先その他関係機関との連絡、その他の必要な日常生活上の世話を行います。
さらに、入居者間の交流を保ちながら一人で暮らしたいというニーズに応えるためにサテライト型住居があります。

	一般相談支援
（地域移行支援・地域定着支援）
	(地域生活への移行に向けた支援)
地域移行支援は、障害者支援施設等に入所している者、精神科病院に入院している精神障害者、保護施設・矯正施設等に入所している障害者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の必要な支援を行います。
地域定着支援は、居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行います。

	特定相談支援
※所在地の区市町村に申請
	(障害福祉サービス等の利用計画の作成)
サービス等利用計画についての相談及び作成などの支援が必要と認められる場合に、障害者（児）の自立した生活を支え、障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するものです。


[bookmark: RANGE!A1]※　地域生活支援事業による移動支援事業は、利用者お住まいの区市町村に申請してください。

[bookmark: _Hlk200103235]《事前準備等》
障害福祉サービス事業者等としての指定を受けるにあたり、まず、以下の点をご確認ください。

（１）法人格が必要です。
（２）定款及び登記簿謄本（登記事項全部証明書）の目的欄には、申請に係る事業についての記載が必要です。
※記載する文言については、別様「障害福祉サービス事業等の定款表記について」（リンク有）をご確認ください。
（３）事業所を運営するために、初期費用・運営資金が必要です。
・給付費は、サービスを行った月の翌々月に振り込まれます。
・法人及び事業所立ち上げにかかる資金（登記手続費用、事務所・事業所賃借費、備品類の購入費等）、運転資金（少なくとも２～3ヶ月分の従業員の人件費、賃借費等）が必要です。

（４）指定事業者には、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者等の意思決定の支援に配慮するとともに、関係機関との連携を図ること等により、障害福祉サービスの質の向上が求められます。
（５）指定事業者ごとに、都道府県の条例で定める人員、設備及び運営に関する基準等を
常に満たす必要があります。
◎事業所の立ち上げは、慎重にご判断いただくようお願いします◎



　指定申請をご検討中の事業所におかれましては、障害者総合支援法の趣旨（目的・基本理念）や関係規定等を十分にご理解いただいたうえ、“指定事業者として適正に事業を運営して行けるだけの準備はできたか？”という観点からのご検討をお願いします。
　◇法人及び事業所立ち上げに要する資金やその後の運転資金等は大丈夫か？
　◇適正な事業実施に必要な人員、設備や運営体制の整備・確保は大丈夫か？ etc…
↓　↓　↓
～すべては利用者の安心・安全な生活実現のために～


◎　指定を受けるには、障害者総合支援法及び同法に基づく基準等を満たす必要があるとともに、労働基準法、建築基準法、消防法、障害者虐待防止法、障害者差別解消法等の関連法令の遵守も必要です。


《事業者説明会の受講》
新規に障害福祉サービス等事業者としての指定を受けるためには各種サービスに係る事業者説明会への申込み及び受講が必要です。（年６回程度。訪問系・相談系サービスを除く。）
説明会の開催案内は、東京都障害者サービス情報に適宜掲載しておりますので、参加を希望される場合はご確認をお願いいたします。

※指定申請等手続きの流れ（説明会申込から指定まで5月程かかります）
⑨＊ 公 示
＊ 情報提供等
・台帳管理
・情報提供

⑩＊ 変更届等
・変更届
・加算届
・廃止休止届・指定辞退届
⑪＊ 指導、検査等
・報告
・指導、検査
⑧＊ 指定、通知
・指定（却下）
・通　知

⑥＊ 申　請
・予 約
・受 付
⑦＊ 受理、審査
・受　理
・審　査
・現地確認
⑤＊ 事 前 相 談
＊ 申請書類準備
④＊ 計画収受
・申請案内
③＊ 事業計画
・資料提出
・審　査
・来訪相談
②＊ 受講
・動画視聴
・出席確認





（訪問系・相談系は⑤から）
①＊説明会申込
（訪問系・相談系サービス除く）

[bookmark: _Hlk200103247]《申請書類準備》 
サービスごとに定められている指定申請書類一式（第１号様式ほか添付書類）を揃え、公益財団法人東京都福祉保健財団　事業者支援部 障害福祉事業者指定室の事業所管（※）へ来庁して申請します。事業者の指定は、事業所ごと、サービスの種類ごとに行います。したがって、複数のサービスを行う場合には、サービスごとに申請書類が必要となります。
ただし、居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護のいずれかを同時に申請する場合には、申請書類は１セットでかまいません。
付表や必要な添付書類等はサービス内容により異なります。申請するサービスの種類に応じて準備してください。（「添付書類一覧」を活用し、確認してください。）
（※）別紙　各サービスの指定申請窓口一覧　参照


《申請》
指定は毎月１回行います。原則として、申請書類が受理された翌々月１日付けで指定となり
ます。
例）６月に事業を開始する場合、４月末までに書類等を揃えて申請いただきます。
	
	1月
	２月
	3月
	4月
	5月
	6月

	① ②を除くサービス
	説明会申込
	説明会受講事業計画申請
	事業計画審査、来訪
	指定申請
	現地確認
	指定（1日）

	② 訪問・相談系のみ
	
	
	
	指定申請
	
	指定（１日）


指定申請書類は、指定日時点の体制について記載いただきます。
例）６月１日指定であれば、６月１日時点の人員、設備等の体制を届出いただきます。
（申請日時点の体制ではありません。）
書類は、提出用と事業所保管用の２部を作成し、１部は事業所において必ず保存管理してください。
◎申請受付　必ず電話での事前予約（※）をお願いします。
土・日・祝日等の閉庁日は受付業務を行いません。また、原則として、郵送による申請書類の受付は行いません。
申請の受付は予約制です。あらかじめ電話等により、来庁日時を各事業所管係と調整してください。
予約をせずに来庁された場合は、当日の予約状況等によって受付ができないことがありますので、必ず事前に予約をしてください。（事前相談も同様です。）
来庁される際には、書類のチェックや事業内容の聞き取り等を行いますので、事業所について正確にご説明頂ける方（管理者となる方、あるいは代表者等）の出席をお願いします。
	【申請受付場所】
〒163-0718
東京都新宿区西新宿２丁目７番１号新宿第一生命ビル18階
公益財団法人東京都福祉保健財団　事業者支援部障害福祉事業者指定室　（サービス種別名） 宛
令和５年４月から、障害福祉サービス等事業所指定等の受付窓口は東京都福祉保健財団に変更しました。詳細は以下 URL に掲載されている「【事業者の皆様へ】指定申請書類等の受付窓」を御参照ください。
https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp/Lib/LibDspList.php?catid=093-001


◎指定訪問介護（介護保険法）の指定を受けている事業所
介護保険法の訪問介護・介護予防訪問介護の事業所として指定を受けている場合も、障害福祉サービスを始めるに当たって、居宅介護等の事業所として指定を受ける必要があります。

《受理及び審査》 
受付時に提出された申請書類等の記載事項や不備について確認します。書類等に不備がある場合は、受理できないことがあります。
申請書を受理した後に、サービスの種類ごとに定められた人員、設備及び運営の基準を満
たしているかどうか、具体的な審査を行います。審査にあたり、必要に応じて実地による確
認を行います。また、審査の過程で不明な点等があった場合は、担当より指定申請書の添付書類一覧に記載されている「担当者連絡先」に問い合わせ等を行う場合があります。


[bookmark: _Hlk200108636]《指定、通知、公示》
審査の結果、指定することとなった場合、指定予定月の前月末日までに東京都から事業所宛に「指定通知書」を送付いたします。特定記録郵便で送付いたしますので、確実に届くよう、ポスト・入口に事業所名称の表示をお願いいたします。
「指定通知書」には、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律における『事業所番号』を付番します。通知の再発行はしませんので、大切に保管してください。
東京都が指定した事業者の情報については、「東京都障害者サービス情報」を通じて情報の提供を行います。提供する各項目については、基本的には東京都で入力を行いますが、空き情報など一部の項目については、指定事業者が直接入力することになります。入力に必要なＩＤとパスワードは指定通知書の発送時にお知らせします
◎指定開始日までの準備
	・事業開始前に、運営基準等法令遵守のために必要な書類の準備、体制整備をお願いします。
◎関係様式（計画書・サービス提供実施記録等）・契約書・重要事項説明書の作成・職員の雇用契約等の締結・業務管理体制の整備など
◎指定通知書、運営規程、従業員の勤務体制、その他重要事項等について、事業所内の見やすい場所への掲示
◎サービスを提供する際に携行する身分証明書の準備 （名札など）
（事業所名称・職種・氏名の記載、顔写真の貼付があることが望ましい）
・事業所開設の旨、関係機関への連絡（区市町村等）を行ってください。
・必要に応じて、特定相談支援事業所、居宅介護支援（ケアマネ）事業所と連絡調整をしてください。



《指導・検査等》
東京都は、指定事業者を対象に、法令・基準等の周知、過去の指導検査における指摘事項やその他必要な事項に係る説明等について、講習形式で行う集団指導を実施しています。
また、指定事業者が実施したサービスについて守るべき基準等を満たしていたか、給付費の請求に不適切な処理等はなかったかを確かめるために実地検査（法第１１条及び第４８条等に基づく実地検査）を行っています。実地検査は、事業所に出向き、関係する帳簿や書類を確認するものです。

◎障害福祉サービス事業者等における給付費の不正請求や利用者への虐待等が発生した場合、法第５０条等に基づき、指定の効力の停止や指定の取消しとなる場合があります。
指定事業者として、常に事業所の人員、設備及び運営に関する基準を満たしている必要があります。
基準を満たさない場合、事業の休止・廃止の届け出が必要です。



《変更届等》
（１）変更届（第２号様式「変更届出書」）
事業開始後、指定時の届出内容に変更が生じた場合は、変更後１０日以内（定員、介護給付費の請求に関する事項は前月の15日まで、加算の算定要件に欠ける（下がる）場合には速やかに）に変更届を提出してください。また、法人の内容が変更した場合も変更届が必要です。
例）サービス提供責任者、サービス管理責任者が増員、減員、変更した。
　　届け出ている加算について、要件に該当しなくなった。
法人の主たる事務所の移転、事業所の移転　など

変更届の必要な主な事項は、次のとおりです。
例）指定居宅介護事業者の場合（サービスの種類により異なります）
・事業所の名称及び所在地
・申請者の名称及び主たる事務所の所在地
・代表者の氏名及び住所
・申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
・事業所の平面図
・事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所
・運営規程
・当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に関する事項
◎居宅介護事業者において、居宅介護員（登録ヘルパー）の変更が度々生じる場合、その都度の届出は要しませんが、少なくとも１年に１回以上（任意の時期で構いません）は届出をしてください。
変更届の提出方法・必要書類は、ホームページで確認いただくか、指定通知書に同封する「変更届出書について」をご確認ください。

（２） 廃止届、休止届（第３号様式の２）
事業所を廃止する場合、一時休止する場合、廃止・休止届が必要です。
廃止又は休止の日の１ヶ月前までに届出ください。利用者が別の事業所等でサービス提供を継続して受けられるよう措置しなければなりません。届出せずにサービスの休止または廃止をすることはできません。
例）管理者、サービス提供責任者、サービス管理責任者等が辞任することとなり、人員基準が満たせなくなったため、休止届を提出する。
また、指定を受けた法人から別法人に事業が移行する場合は当該指定を受けた法人の事業所は、「廃止」の取扱いとなります。廃止の届出を行うとともに、新たに事業を行う法人が指定申請の手続きを行うことが必要です。 
なお、一時休止した場合、休止期間は最長１年間となりますので、１年が経過した後には、再開届を提出いただくか、廃止届を提出して頂くことになります。

（３）再開届（第３号様式）
当該指定にかかるサービスの事業を再開したときは、再開した日から１０日以内に届出ください。
再開時において、指定の要件が確認できる書類を添付してください。

（４）指定更新
指定日から６年後に更新を迎えます。更新日が近くなりましたら、各事業所管より更新申請に係るご案内を発送いたします。
例）平成２２年６月１日に居宅介護・重度訪問介護の指定を受けた場合、平成２８年５月３１日が指定有効期限となります。有効期限が切れると業務を行うことができなくなるため、事業を継続する場合は、必ず更新申請を行ってください。
事業所として提出した書類は、必ず控えを保管しましょう！
届出書類は、提出用と事業所保管用の２部を作成し、収受印を押印したものを（控）として、保存管理してください。
収受印を希望される場合、届出書(1枚目)の写しと切手を貼付した返信用封筒を同封してください。


（５）業務管理体制整備の届出（第２５号様式「障害者総合支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書」）
事業者による法令遵守の義務の履行を確保し、指定取消し事案などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と障害福祉サービス事業運営の適正化を図るために、事業者に対し、業務管理体制の整備が義務付けられています。指定障害福祉サービス事業を行う事業者は必ず、運営する事業所数に応じて必要な体制を整備し、所管の行政機関に届け出なければなりません。
今回初めて障害福祉サービス事業所の指定を受けた法人においては業務管理体制整備の届出、また、事業所数の増加により区分が変更になった法人は、変更の届出が必要となります。

（事業所数に応じて整備する業務管理体制）
	届出事項／事業所数
	事　業　所　等　の　数

	
	20未満
	20以上100未満
	100以上

	法令遵守責任者の氏名及び
生年月日
	○
	○
	○

	業務が法令に適合することを確保するための規程の概要
	×
	○
	○

	業務執行の状況の監査の方法の概要
	×
	×
	○



※法令遵守責任者について
すべての法人において、障害者総合支援法等の法令を遵守するための体制の確保にかかる責任者を選任することとなります（何らかの資格等を求めるものではありません）。
法務部門を設置していない事業者（法人）の場合には、事業者等内部の法令遵守を確保することができる者を選任してください。
なお、代表者自身が法令遵守責任者となることを妨げるものではありません。

（届出先行政機関）
	区　　　分
	届出先

	1 事業所等が２以上の都道府県に所在する
事業者
	厚生労働省本省
（社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室）

	2 特定相談支援事業又は障害児相談支援事業のみを行う事業者であって、すべての事業所等が同一区市町村内に所在する事業者
	区市町村

	3 事業所等が八王子市のみに所在する場合
	八王子市

	4 上記以外の事業者
	都道府県



業務管理体制の監督
行政機関は、業務管理体制の整備状況、事業者の不正行為への組織的関与の有無を確認する必要がある場合は、事業者から報告の聴取を受けたり、事業所の本部、関係事業所等の立入検査を行うことができます。

各種届出に関する書式は、下記のＵＲＬよりダウンロードの上、郵送にて届出ください。

《障害福祉サービス事業者等に関する主な関係法令》基準・届出書類一式ダウンロード先「東京都障害者サービス情報」書式ライブラリ
＜ＵＲＬ＞ https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp/「東京都障害者サービス情報」で検索していただいても、開くことができます。
東京都からのお知らせや届出書式等を載せますので、ブックマークしていただくことをお勧めします。


【法律】
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（：障害者総合支援法）
（平成17年11月7日法律123号）

【指定基準等】
指定障害福祉サービス（訪問系、日中系）
東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年12月13日東京都条例第155号）
東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則
（平成24年12月21日東京都規則第175号）

日中系（最低基準）
東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年12月13日東京都条例第135号）
東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例施行規則
（平成24年12月21日東京都規則第171号）

指定障害福祉サービス（訪問系、日中系）解釈通知
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準について
（平成18年12月6日付障発第1206001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

障害者支援施設
東京都指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年12月13日東京都条例第136号）
東京都指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則
（平成24年12月21日東京都規則第173号）

障害者支援施設（最低基準）
東京都障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年12月13日東京都条例第137号）
東京都障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例施行規則
（平成24年12月21日東京都規則第174号）

一般相談支援
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準
　（平成24年3月13日厚生労働省令第27号）

一般相談支援　解釈通知
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について
（平成24年3月30日障発0330第21厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）
指定事業者がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものです。
事業者の指定にあたり熟知していただく最低限の事項を載せておりますので、その他、
報酬告示や人員要件等の確認を行ってください。
指定事業者は、常にその事業運営の質の向上に努めなければなりません。

